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── 事務所のことや所属弁護士の社会保険加入状況を

教えてください。

　私が所長の個人事務所で，私以外の所属弁護士

2名，事務局職員1名の事務所です。弁護士は1名が

弁護士国保・国民年金のいわゆる従来型で，もう1名

は健康保険・厚生年金・労働保険のいわゆる労働者

型です。

── 従来型と労働者型の弁護士が両方いらっしゃる事務

所は珍しいのではないかと思いますが，どのような経緯で

そうなったのでしょうか。

　もともとは事務局員の中途採用をしたのがきっかけ

です。その方が以前の職場で入っていたものを活かし

て長く働いてもらえるよう，労働保険に加え，健康保

険，厚生年金の加入手続きを行ってもらいました。ま

た，当時は弁護士が私一人でしたので，私に何かあ

った時のために，退職金についても中小企業退職金

共済に加入して整えました。

　その後，一人目の勤務弁護士（Aさん）を採用し

ましたが，この時は従来型でした。Aさんが任期付き

公務員となる際，常勤の弁護士がいなくなるというこ

とで，二人目を採用しました（Bさん）。Bさんも，

入所当初は従来型でしたが，結婚後，今後の業務の

見込みなどを考えて労働者型で仕切り直したい，と

いう申し出がありました。

　私としても，長く働いてもらうには産休育休の問題

も考えないといけないと思っていましたので，申し出を

快諾しました。その際，任期終了で戻ってきたAさん

の希望も再度確認しましたが，Aさんは従来型を希望

してそのままとなっています。Aさんは，公務員の間

に産休育休をクリアしていることや，事務所復帰後も

常勤でなく，他の非常勤勤務も行っているという事情

の故かなとも思っております。

── 労働者型導入のハードルはありましたか?

　雇用主負担はありますが，それほど大きな金額では

ないですし，導入後も特に悩みはありません。

── 労働者型導入についてのアドバイスをお願いします。

　加入手続きは，事務局員がすでに加入していれば

さほど面倒でもありません。雇用主負担は多少の出費

となりますが，安心して働いてもらえるという利点が

あります。勤務弁護士の立場からしても，男女を問

わず，それぞれのキャリアプランやライフプランによっ

てはメリットがあると思います。今後は，労働者性を

よく検討されて加入する場合が増えるのではないでし

ょうか。

第3回  社会保険制度上の仕組みを通じてワークライフバランスを支援している事務所
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　年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和2年法律第
40号）の施行により，2022年10月1日以降，常時5人以上を使用する法律事務所
は被用者保険の強制適用対象となる個人事業所に追加されます。これまでは，法人化
されている場合を除き，法律事務所の勤務弁護士は弁護士国保・国民年金等に加入
するのが一般的でしたが，今後は労働保険（労災保険及び雇用保険）に加えて，健康
保険（協会けんぽ）及び厚生年金への加入を検討するケースが増えることが見込まれ
ます。この2つの場合では，特に出産・介護時に，出産手当金，育児休業給付金及び
介護休業給付金の有無並びに出産前後の保険料免除制度等に大きな違いがあります。
　そこで，本企画の第3回目は，両方のタイプの弁護士が所属する事務所の経営を
行っている鈴木善和会員（当本部委員，39期）にお話を伺いました。




